
電子マニフェストの使用の一部義務化について

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律（平成29年法律第61号）」が平成２９年６月１６日に交付され、電子マニフェストの使用が一部の事業者に義務付けられることとなりました。

　つきましては、下記事項に留意し対応してください。
１　改正の概要

　　特別管理産業廃棄物の前々年度の発生量が50ｔ以上（PCB廃棄物を除く。）の事業場を設置する事業者（当該廃棄物の処理を他人に委託する場合に限る。）に電子マニフェストの使用を義務付ける。（省令で定める者を除く。）
２　事務の流れ

　（１）平成３０年３月３１日まで（改正の適用なし）

　　　　平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの廃棄物発生量を
集計し、特別管理産業廃棄物の発生量が５０トンを超えた場合は、例年
の様式により、平成３０年７月２日までに本市に多量排出事業者の処理
計画書を提出する。

　（２）平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで（改正の適用あり）
　　　ア　多量排出事業者の処理計画書
　　　　　特別管理産業廃棄物の発生量が５０トンを超えた場合は、新規様式
①により、平成３１年６月３０日までに、本市に多量排出事業者の処
理計画書を提出する。

　　　イ　電子マニフェストの使用の義務

　　　　　特別管理産業廃棄物の発生量が５０トンを超えた場合は、当該特別
管理産業廃棄物に関して、平成３２年度の電子マニフェストの使用が
義務付けられる。
　（３）平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで（改正の適用あり）

　　　ア　多量排出事業者の処理計画書

　　　　　特別管理産業廃棄物の発生量が５０トンを超えた場合は、新規様式
②により、平成３２年６月３０日までに、本市に多量排出事業者の処
理計画書を提出する。
　　　イ　電子マニフェストの使用の義務

　　　　　（２）イで電子マニフェストの使用が義務付けられた者は、平成
３２年３月３１日までに、（公財）日本産業廃棄物処理振興センター
の情報処理センター（JWNET)に加入し、電子マニフェストに対応でき
る処理業者と契約する。
　（４）平成３２年度以降（改正の適用あり）

　　　ア　多量排出事業者の処理計画書

　　　　　前年度の特別管理産業廃棄物の発生量が５０トンを超えた場合は、
新規様式②により、当年度の６月３０日までに、本市に多量排出事業
者の処理計画書を提出する。

　　　イ　電子マニフェストの使用の義務

　　　　　前々年度の特別管理産業廃棄物の発生量が５０トンを超えた場合は、
前年度までに情報処理センター（JWNET)に加入、電子マニフェストに
対応できる処理業者と契約し、当年度から電子マニフェストを使用す
る。

３　その他

　（１）新記様式①及び②は、市ホームページに掲載します。

　（２）年度の特別管理産業廃棄物の発生量が５０トン未満の場合は、翌々年
度の電子マニフェストの使用義務はありません。

　（３）不明な点は、廃棄物対策課まで問い合わせてください。


